


































































まず、保証人は主債務の時効の援用権者である（大判昭和 8年 10 月
13 日（大審院民事判例集 12 巻 2520 頁））。また、援用の相対効が認め
られ、主債務者の時効完成後の承認は保証人に影響を及ぼさない。大判





























和 12 年 11 月 27 日（判決全集４輯 23 号 10 頁）、大判昭和 15 年 12 月
21 日（判決全集 8輯 7 号 10 頁））。そこで、保証人の承認があっても、
主たる債務の消滅時効は中断しないから、時効完成後に主債務者は主債
務の消滅時効を援用でき（大判明治 34 年 6 月 27 日（民録 7輯 6 巻 70
頁））、保証人も主債務の消滅時効を援用して自己の保証債務を免れるこ
とができる（大判昭和 5年 9 月 17 日（新聞 3184 号 9 頁）、大判昭和 10
年 10 月 15 日（新聞 3904 号 13 頁）、大判昭和 13 年 3 月 18 日（大審院
判決全集 5輯 7号 13 頁））。
この点を述べるものに、物上保証人についてではあるが、比較的最近














































































































（1）の昭和 44 年判決は、昭和 41 年判決を引用しており、これを出発


























































































この場合にも保証債務は残るとされているが（破産法 253 条 2 項類推）、
保証人が債務者の消滅した主債務の時効を援用しうるかに関して、最判













在するから 8、平成 7年判決は法人格の消滅を前提としないものであり 9、
平成 15 年判決はこれと抵触しないと解されている。
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（318 頁）。
3	 西村信雄・法律時報 41 巻 11 号 145 頁（1969）。







権の時効管理」『岡山大学法学会雑誌』61 巻 3 号（2012）、上原敏夫・














阪地判昭和 29 年 12 月 15 日（判時 51 号 19 頁）、大阪地判昭和 30 年
4 月 22 日（下民集 6巻 4 号 807 頁）は、同時廃止の決定があった場
合について、残余財産がある限り、清算会社は再び清算に戻るべきで
あって、清算の目的の範囲内で会社はなお存続するとする。大阪地決










訟の追行を強いられるとして、大判大正 11 年 7 月 17 日（大審院民事








年 12 月 12 日（民録 25 輯 2291 頁）は、清算結了の登記があっても、
残余財産が存する限り会社は依然存続するとする。
7	 出水順・私法判例リマークス 29（2004 下）135 頁。
8	 水元宏典・法学教室 237 号 147 頁（2000）、出水・前掲（註 7）135 頁。
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に対する時効中断の可能性が問題とされている。最判平成 11 年 11 月











































藤祐巌・NBL698 号 75 頁（2000））。
13	 この判決が残余財産の有無に関係なく法人格が消滅するとした可能性




判があり（下村信江・判例タイムズ 1136 号 90 頁（2004）ほか）、こ
れに対しては、破産手続が換価未了の財産を残して終了したかは、破
産事件の記録上明らかであって、破産管財人が任務終了の際の計算報







解されていることがいわれる（松並重雄・法曹時報 58 巻 1 号 315、
319 頁（2006））。会社等は破産後も、残債務の主体たる範囲において











事判例 1051 号 2 頁（1998））、免責の場面で注 12 にいう援用否定説に


































権総論中巻』（有斐閣、1924）1081 頁参照）。また、平成 25 年判決の
評釈でこの構成を否定しない見解として、今尾真・判例評論 669 巻
16 頁（2015）、近藤優子・法学新報 121 巻 5・6 号 348 頁（2014））。
確かに、これによれば、弁済が主債務に関するものとしか解釈し得な
いので、本判決の結論を導くのは容易である（堀口久「判批」銀法







地判平成 5年 11 月 5 日（訟月 40 巻 10 号 2549 頁。控訴審もこれを引
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1081 頁参照）。この点、消滅説の論理的難点のほか、併存を認める当






















768 号 22 頁（2014）、吉岡伸一・岡山大学法学会雑誌 64 巻 2 号 74 頁
（2014）。




（2・完）」北大法学論集 31 巻 2 号 413 頁（1980））。
保証債務の承認と主債務の時効（一）（小島 奈津子）
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いは主債務者の承認の認識のみで免責を否定してよいかについては検
討の余地がある。もともと他人の債務であったことが顧慮されるべき
場合もあろう。
（こじま・なつこ　桐蔭横浜大学法学部准教授）
